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【広域ブロック自立施策推進調査】

フォローアップ報告書

調査名 4.広域首都圏における地域資源を活用した産業活性化及び産業活性化を促進する物流のあり方に関する調査

調
査
主
体

幹事府省（庁）局課名 経済産業省関東経済産業局総務企画部企画課

関係府省（庁）局課名等 国土交通省関東運輸局交通環境部物流課

調査地域
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、福島県、新
潟県、長野県、静岡県

調査年度　 平成20年度

配分額 ２９，９８９千円

調
査
概
要

調査内容

　我が国は、少子高齢化の進展やアジア近隣諸国の勃興により我が国の地位が相対的に低下するといった厳しい環境にあ
る。我が国の国際競争力を強化するためには、絶え間ないイノベーションの創出が必要である。
　首都圏は、国内外から集まる個人や企業などの様々な主体が活動する場となっておりポテンシャルの高い地域であるが、
人口・産業の集積に起因した道路交通渋滞や通勤混雑などの首都圏が特徴的に抱える課題を有している。
　首都圏がイノベーションを創出し我が国の牽引役を担っていくためには、首都圏の持つ産業集積の力を最大限に発揮する
ことが必要である。そのため、首都圏における産業集積の現状とそこから生まれ得るイノベーションの現状と課題についてア
ンケートやヒアリング調査により調査分析するとともに、高速道路網や国際港湾等の整備とも連携を図りながら、物流施設の
あり方について、ヒアリング調査等により現状と課題を抽出した。

調査結果（成果）

　我が国のイノベーションを加速化させるためには、オープンイノベーション（既存の取引関係を越えた新たな関係の構築す
ること）を実行することが効果的であり、広域首都圏における大手中堅企業と中小企業とがそれぞれオープンイノベーション
の実施に向けてどのように取り組んでいるかについて明らかになり、オープンイノベーションの実現のための産業支援機関
等のあり方について調査を実施した。また、広域首都圏内における主要な物流施設の分布動向、物流施設の役割とあり方、
及び人口分布の変化に伴う物流部門における労働力確保のあり方について調査を実施した。
　これらの調査により、イノベーションを加速化させるために必要となる産業支援のあり方や物流のあり方について、自治体
等を含む産業支援機関とも認識を共有することが可能となった。

関係する広域地方計画
（中間整理（案）等）

・平成２１年３月２７日　首都圏広域地方計画中間整理　第２章第２節方針１（２）産業イノベーションの創出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第３章第１節（２）産業イノベーション創出プロジェクト
　　　　　　　　　　　　　首都圏広域地方計画に関するプロジェクト検討参考資料（プロジェクト骨子）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第１節（２）産業イノベーション創出プロジェクト

調査結果の活用状況 調査結果を受けた具体化

期待される効果等

・産業クラスター等の支援機関との連携体制の強化に向けた
基礎資料に活用。
・産業革新機構（産業活力再生特別措置法により設立）の設
立に向けた情報提供。
・ＨＰによる情報発信、物流関係会議の基礎資料に活用。

・関東経済産業局主催のオープンイノベーション創出に向け
たマッチング会の開催及び拡充予定。
・物流に関する検討会等に反映予定。

・関東経済産業局主催により大手素材メーカーと中小加工・
装置メーカーのオープンイノベーション型のマッチング会を2
回開催。
・産業クラスター等の産業支援機関同士が広域的に連携した
大手企業と中小企業のマッチング会の開催を支援。
・関東地方総合物流施策推進会議における検討課題の選定
にあたり、参考資料として活用。

２２年度

・関東経済産業局職員を通じて産業クラスター等の支援機関
に対して、オープンイノベーションの必要性とその手法等につ
いて説明。イノベーション創出促進のための意識醸成を図っ
た。
･関東地方総合物流施策推進会議の資料作成に活用。

・関東経済産業局主催により大手素材メーカーと中小加工・
装置メーカーのオープンイノベーション型のマッチング会を1
回開催したほか、独自技術を持った中小加工・装置メーカー
の調査を実施。
・産業クラスター等の産業支援機関同士が広域的に連携した
大手企業と中小企業のマッチング会の開催を支援。
・関東地方総合物流施策推進会議における検討課題の選定
にあたり、参考資料として活用。

２３年度

・関東経済産業局職員を通じて産業クラスター等の支援機関
に対して、オープンイノベーションの必要性とその手法等につ
いて説明。イノベーション創出促進のための意識醸成を図っ
た。
・首都直下地震等の想定地域における民間の施設・ノウハウ
を活用した災害に強い物流システムの構築に関する協議会
への情報提供。

・関東経済産業局主催により大手素材メーカーと中小加工・
装置メーカーのオープンイノベーション型のマッチング会を2
回開催。中部・近畿地域とも連携。
・産業クラスター等の産業支援機関同士が広域的に連携した
大手企業と中小企業のマッチング会の開催を支援。
・ナノテク分野における産業クラスター等の支援機関が連携し
た大手企業と中小企業のマッチング会の開催を支援。
・首都直下地震等の想定地域における民間の施設・ノウハウ
を活用した災害に強い物流システムの構築に関する協議会と
りまとめ内容に反映。

総括的評価

調査目的の達成状況とその要因
・関東経済産業局が大手企業と中小企業、支援機関同士の間に入って旗振り役・調整役となることで、オープンイノベーショ
ン型のマッチング会や広域連携によるマッチング会が円滑に実施でき、「産業クラスターの育成によるものづくり産業の新事
業の展開」が促進された。また、関東圏以外の地域との協創が芽生える等当初の期待された効果は達成されたと考えられ
る。
・物流に関する総合的な施策を関係者相互の連携によって推進するため、国、地方自治体、物流事業者団体等による各種
協議会等において本調査内容を活用してきたところであり、物流施策に関する取組や問題を周知することで、首都圏におけ
る物流機能及び国際競争力の強化に繋がっていると考える。
調査手法の妥当性
・より多角的にイノベーション創出の可能性を検討するために、地域において重要な役割を担っていると思われる公設試験
研究機関や地方大学に対するヒアリング調査を行うべきであった。
・国際競争力の強化も重要な部分であるが、先の東日本大震災を踏まえ、災害に強い物流機能の構築も重要となってきてお
り、物流施設の耐震性や災害の被害想定等も踏まえるべきであったと考える。
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２１年度

・関東経済産業局職員を通じて産業クラスター等の支援機関
に対して、オープンイノベーションの必要性とその手法等につ
いて説明し、イノベーション創出促進のための意識醸成を
図った。
･関東地方総合物流施策推進会議の資料作成に活用。


